
◎都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 
（平成一九年三月三一日法律第一九号）   

一、提案理由（平成一九年三月一三日・衆議院国土交通委員会） 

○冬柴国務大臣 ただいま議題となりました都市再生特別措置法等の一部を改正する法

律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 我が国の活力の源泉となる都市の魅力と国際競争力を高め、都市機能の高度化及び都

市の居住環境の向上を実現し、全国の都市において地域の実情に応じたまちづくりを推

進する観点から、民間に存在する資金やノウハウなどの民間の力を生かした都市開発を

引き続き推進するとともに、地域のニーズを踏まえた道路等の公共施設の整備やまちづ

くりにおける多様な担い手の参画を促すことが重要となっております。 

 また、地震等が発生すれば被害が甚大となるおそれのある密集市街地について、その

安全性を早急に確保することが必要であることから、道路等の公共施設の整備及び老朽

化した建築物の除却や建てかえを一層推進するためのさらなる取り組みが必要となって

おります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、民間都市開発や市町村による基盤整備を通じた都市の再生を図るため、都市

再生緊急整備地域において民間都市再生事業計画の認定を申請することができる期限の

延長や、独立行政法人都市再生機構による都市再生整備計画の作成等に対する支援業務

の適用期限の延長を行うほか、市町村や市町村長の指定法人等から組織される協議会制

度の創設、市町村長が指定する特定非営利活動法人等に対する助成制度の創設を行うこ

ととしております。 

 第二に、密集市街地において道路等の基盤整備を推進しつつ、老朽化した建築物の建

てかえを促進するため、防災街区整備地区計画の区域内において容積を配分できる制度

の創設、第二種市街地再開発事業の面積要件の緩和、防災街区整備事業の地区要件の緩

和等を行うこととしております。 

 第三に、市町村や地域住民等の地域のニーズに即した柔軟な道路管理を推進するため、

市町村が国道や都道府県道の歩道等の管理を行うことができる特例制度の創設、道路管

理者が沿道住民との協定により沿道の利便施設を管理することができる制度の創設、特

定非営利活動法人等による道路占用の特例の創設等を行うこととしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成一九年三月一六日） 

○塩谷立君 ただいま議題となりました両法律案につきまして申し上げます。 

 まず、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案について、国土交通委員会にお



ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、都市機能の高度化及び都市居住環境の向上を図るため、民間都市再生事業計

画の認定申請期限等を延長すること、防災街区整備地区計画の区域内において容積を配

分できる制度を創設すること、市町村が国道や都道府県道の歩道等の管理を代行できる

特例制度を創設することなど、所要の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る三月九日本委員会に付託され、十三日冬柴国土交通大臣から提案理由の

説明を聴取し、十四日質疑に入り、本日質疑を終了いたしました。質疑終了後、討論を

行い、採決いたしました結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決し

た次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

……………（略）…………… 

 何とぞ速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年三月一六日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。 

一 都市再生事業の推進に当たっては、良好な都市環境の形成や景観等の保全にも十分

配慮するとともに、都市再生本部の体制も含め、事業の効果や影響について、その把

握・検証に努めること。 

二 都市再生事業や密集市街地整備を進める上で土地の境界の明確化が重要であること

にかんがみ、国土交通省と法務省との連携を強化し、特に都市部における地籍調査の促

進及び公図と現況とのずれの早期解消を図ること。 

三 街並みや都市の景観等、地域の実情に応じたまちづくりの推進や重点密集市街地の

解消を図るため、地方公共団体は、まちづくりＮＰＯ等との連携を進めるとともに、都

市再生整備推進法人、市町村都市再生整備協議会、防災街区整備推進機構等の活用に努

めること。 

四 地震の発生確率や火災の件数等も考慮して重点密集市街地の整備を進めていくよう、

地方公共団体への助言に努めること。その際、独立行政法人都市再生機構の賃貸住宅の

空室状況を考慮して、空室の活用を積極的に進めていくよう努めること。また、建替計

画の認定基準については、今後の認定状況を踏まえつつ、必要な見直しを行っていくこ

と。 

五 重点密集市街地の早期解消に向け、住民の防災意識の向上を図るため、当該密集市

街地のハザードマップ作成を促進するとともに、住民への周知徹底が図られるよう、地

方公共団体への支援に努めること。 

六 自動車交通の円滑化と安全の確保のみならず、地域におけるにぎわいや交流の場と

しての機能など、道路が多様な機能を有することにかんがみ、地域の活力の増進に寄与

する柔軟な道路管理制度の充実に向けて、更に検討を進めること。 



三、参議院国土交通委員長報告（平成一九年三月二八日） 

○大江康弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、都市機能の高度化及び居住環境の向上を図るため、国土交通大臣による

民間都市再生事業計画の認定を申請することができる期限の延長、防災街区整備地区計

画の区域内において建築物の容積を配分する制度の創設、市町村による国道又は都道府

県道の管理の特例措置の拡充等、所要の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人からの意見聴取とともに、都市再生関連施策の政策評

価の必要性、地方活性化関連施策の拡充とその活用、密集市街地整備事業の推進方策等

について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して小林委員より本法律

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年三月二七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一、都市再生事業の推進に当たっては、良好な都市環境の形成や伝統的な文化の継承、

景観の保全等にも十分配慮するとともに、都市再生本部の体制も含め、事業の効果や影

響について、適宜その把握・検証に努め、必要に応じ適切な対策を講ずること。 

二、現行制度の下では、都市再生が円滑に進ちょくしない地域があることから、関係省

庁は緊密な連携により、地域が主体となって行う取組を積極的に支援し、その活力が発

揮されるようにすること。 

三、想定されている地震発生の危険性等を踏まえ、密集市街地の整備については、地権

者住民等の意向を尊重しつつ、当該区域における最適な手法・施策を講じ、平成十三年

の都市再生本部決定により定められている「平成二十三年度までに重点密集市街地八千

ヘクタールにおける最低限の安全性の確保」が実現されるよう努めること。 

四、密集市街地整備の一層の進展を図るため、市街地整備における様々なノウハウを有

する独立行政法人都市再生機構は、密集市街地整備に必要な調整及び技術の提供の充

実・強化に努めること。 

  右決議する。 


